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平 剛(立 命館大学大学院)

公共投資の抱える課題およびそのあり方につ

いては,こ れ まで多 くの議論がな されてきた.

現在の小泉政権 においても,2001年6月 の 「今

後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関

する基本方針(骨 太の方針)」 において効率性

の観点か らその見直 しが提起 されてお り,2002

年6月 の 「経済財政運営 と構造改革 に関する基

本方針(2002)」 で も引 き続 き改革の重要性が

強調 されている.こ れまでの取 り組みの成果 と

して,2003年4月 の 「経済構造改革の成果と進

捗状況」では,「最近5年 間で公共工事コス トを

18.4%削 減」,「再評価 によ り230事 業 を中止」

等を挙げているが,そ の評価 については論者の

問で意見が分かれる.

このような中,本 書が上梓 された。これまで,

公共投資問題について多数の論文を発表 して き

た第一人者の手によるものだけに,そ の内容 も

示唆に富 むものとなっている.

本書は,5つ の章か ら構成 されるが,そ の概

略を順 に見 てい くと,ま ず第1章 「1980年代 ま

での理論 と実態」では,50年 代か ら80年 代 ま

での公共投資および社会資本整備政策の変容が

明 らか にされる.50～60年 代おける産業基盤

整備中心の投 資か ら,石 油 ショック後の総需要

抑制策 を経て,75年 度の景気浮揚 を目的とした

投資促進措置へ と移行するが,こ のようなフィ

スカルポ リシーとして展開された公共投資が財

政危機をもた らした.80年 代初頭 は,「増税 な

き財政再建」のもと公共事業関係費が削減され

た.一 方では内需拡大が重要な政策課題 となり,

民活路線が登場 した.し かしバブル崩壊により

第三セクターの経営が悪化 し,そ の負担が地方

自治体へ転嫁され,結 果的に財政危機再燃へ と

つながった。筆者は,こ れに至る過程の整理を

踏まえ,公 共投資は,裁 量的に増減 させやすい

その性質か ら,財 政危機の要因を内包 している

と述べている.

つづ く第2章 「公共投資 と社会資本整備の地

域展開」においては,80年 半ばまでの公共投資

の地域間配分に関す る検証を通 して,都 市 ・農

村間における地域特性が明かにされる.60年 代

における大都市圏への傾斜的な配分から,70年

代半ば,そ れが変化 し,地 方圏のウェイトが高

まった.し か し,巨 額の農業基盤整備事業は,

実際には農村振興に役立 っていない と指弾され

る.

第3章 「1990年代の公共投資 と地方財政危機」

では,90年 代 の公共投 資の構造的な変化が,

国 ・地方の財政関係を通 して考察される.90年

代 には,バ ブル崩壊後の景気対策のために大量

の公共投資が投下 された.対 外的にも,公 共投

資による内需拡大が,対 米経常収支黒字削減の

切 り札 とされた.こ のような流れを国と地方財

政の関係でみる と,地 方財政が国の景気対策に

全面的に動員 されたと見ることが出来る.こ の

ように本章は,地 方債 と交付税とがセットにな

った誘導的な財政措置により,公 共事業が拡大

されていったプロセスを明かにしている.

第4章 「地域開発 と公共事業」では,戦 後策

定された全国総合開発計画や大規模プロジェク

トの構想 と現状 について検討がなされる.こ こ

で指摘される問題は,本 来,地 方自治体が自主

的に計画 し実施すべ き地域開発が,実 際には国

が大きな権限や財源 を有することで,地 域社会

を管理,改 造する方向ですすめられて きたこと

である.さ らに,大 規模 プロジェク トによる地
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域経済への影響に関 して,筆 者は具体的にオリ

ンピックの開催された長野県,あ るいは財政危

機が現在進行 しつつある愛知県を例 にとり,地

元負担の膨張が財政状況の悪化 につながってい

ると指摘する.

本書を締め くくる第5章 「『構造改革』 と公共

事業」では,地 方制度改革 と都市再編 にかかわ

る公共事業の新たな課題が提起 される.小 泉改

革(骨 太の方針)に おける公共事業 と特殊法人

の見直 し案について,筆 者は関西空港の経営再

編の事例 を挙げ,「 結果的に地元負担膨張の構

図が強まっている」 と危惧する.ま た,現 在進

められている市町村合併 について も,そ の目的

は,地 方財政関係費の縮小再編 にあるのではな

いかと指摘する.さ らに政府による露骨な財政

誘導 は,現 在すすめ られている構造改革や財政

再建 に逆行 して,「 合併バブル」を引 き起 こし,

財政危機に拍車をかけかねないと述べている.

以上の ように,本 書は戦後の公共投資政策の

展開をその時代 の経済的な背景 を踏まえつつ,

丹念 に因果関係 を掘 り起 こしている。また,そ

れにとどまらず,財 政危機や地域開発政策,財

政制度の構造改革など,そ れぞれ異なった切り

口か らの分析を通 して,公 共投資政策あるいは

広 く財政の抱える課題を鮮やかに浮かび上が ら

せている.こ れは 「国の政策への地方財政の動

員」,「地方財政への負担の転嫁」 という本書全

体 を通 して流れ るキー ワー ドへ と凝縮 される

が,そ れが具体的かつ詳細 な実証分析によって

裏付けられている.

一例 を挙げれば
,地 域開発は,当 該 自治体の

自主性が尊重 されるべ きなのであ り,「大規模

公共事業に寄生 して地域開発 をす るという計画

は,今 日ではもはや成 り立たない.」 本書では,

オ リンピック開催後の長野県や長野市,あ るい

は新空港や万博関連の大型プロジェク トが進め

られている愛知県の財政状況に関する具体的な

検討作業 を通 してその論証に成功 している。

こ れ ら の緻 密 な 研 究 に も とつ い て な され た イ

ン プ リケ ー シ ョ ン は,ど れ も説 得 力 が あ る.こ

の よ う な,将 来 の 公 共 投 資 政 策,国 ・地 方 の 財

政を考える上で傾聴に値する貴重な提言が,各

章のいたるところでち りばめられている点 も本

書の価値 を高めている。

以上,本 書の特徴 を紹介 したが,こ こで今後

の議論を一層深めるため,論 点を2点 提起する.

1点 目は,公 共投資の配分についてである.国

は様々な方策を講 じて,地 方財政を動員 してい

った.そ の過程および手段 は,既 述の通 り本書

において繰 り返 し強調 されている.し か しなが

ら,そ こで地方 自治体 は全 く受身だったのであ

ろうか.た しかに,国 による制度面の施策等に

よって,地 方の選択肢が大 きく規定 されたこと

については,異 論がない。ただ,自 治体 の形態

はそれぞれ大き く異なる。その中で,各 自治体

問での公共投資関連予算の分配はどのように決

定されたのか.箇 所付けの問題についても詳 し

く言及 されるべ きであろう。

2点 目は,公 共投 資の効果 についてである。

周知の通 り,公 共投資の経済的な効果について

は,そ の低下が指摘 されてお り,そ れを裏付け

る多 くの研究がある.し かしながら,そ れ らの

分析 の多 くは,主 に効率性の観点か らその効果

がはかられている.そ の評価基準 をそのまま用

いると,大 都市圏に比べ農村地域への投資は効

率性が低い とい う結論になるであろう.そ れに

関連 して,筆 者は,「1人 あた りの公共投資額」

よりも事業の内容によっては,「 面積当た りの

額」 を重視すべ きとの提言 を行っている.し か

し,マ クロベースで見た場合,先 の結論は,さ

ほど変わらない と予想 される.そ の点,あ らた

にどの ような基準を設けるべ きか.そ れ をあえ

て提起す る理由は,特 に農村地域において,公

共投資がい まだに地域 の需要創 出面か ら語 ら

れ,特 に雇用維持の点から,関 連予算削減に対

して抵抗 が大 きい とい う現状が あるか らであ

る.理 論 と実際の選択肢 とのギャップをどのよ

うに埋 めて行 くのか.そ のためには,経 済効果

についての分析,地 域における雇用面か らの詳

細な検証作業が必要 となる.そ の点について,

筆者のより踏み込んだ提言が欲 しい.

さて,こ れ ら若干の議論すべき課題があると
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しても,本 書 の目標である 「戦後 日本の公共事

業 ・公共投資 と社会資本整備の動 向を財政面か

らアプローチする」,「地方財政 と地域開発 との

関連を重視 して検討 してい く」 という試みは大

きな成果を収 めた.本 書の序章でも取 り上げ ら

れている森地(1999)や 金澤(2002)ら によっ

て手がけ られてきた戦後 日本の公共投資と財政

についての一連の研究は,本 書 によって到達点

に達 した と評価 してよいだろう.こ の成果を踏

まえ,今 後の公共投資,社 会資本整備のあ り方

について どの ように考え,改 編すべ きかとい う

提言を含 めた具体的検討作業が残 されている.

その点で も,筆 者による本書の続編の刊行が切

に待たれる.
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